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 ・市営私有の水道事業と公益事業の特質  

   公益事業の 3 要件 

    ① 日常生活に必要不可欠 

    ② サービス（公の施設）を提供する 

    ③ 企業（公営企業と民間企業の双方を含む） 

 

 ・公益事業の経営管理 

   電気事業、ガス事業などと同様の民間的な経営を行う 

 

 

 

 

 ・地方公営企業制度の仕組みと特色 

 

 

 

 

 

 ・地方公営企業制度の歴史的変遷と経営管理 

  

→ 民間委託と公営のいずれが良いのかの検討 

→ 広域化と個別の経営のあり方 

 

 

 

 

 ・下水道事業は「準公益事業」  

    ① 普及率が徐々に高まることによって、日常生活に必要不可欠 

    ② 普及率の向上に伴ってサービス（公の施設）を提供する 

    ③ 企業（下水道法では民間企業の経営を認めていない） 

 

 

  

１．水道および下水道事業経営の特質 
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1．国の新しい政策と民間活用の方向性 

PPP/ PFI(官民連携)は、公共の施設とサービスに民間の知恵と資金を活用する手

法であり、新しい資本主義の中核となる新たな官民連携の柱となるものと位置付けら

れている。 

令和 5 年 6 月 2 日に開催された、第 19 回民間資金等活用事業推進会議( PFI 推

進会議)で、PPP / PFI 推進アクションプラン(令和 5 年改定版)が決定された。ポイント

は、 

① 事業件数 10 年ターゲットの設定、 

② 新分野の開拓、 

③ PPP/ PFI 手法の進化・多様化、の 3 点である。 

 

この①の中に、下水道も含む重点分野において10年間で取り組む合計575件の事

業件数ターゲットの設定と、「ウォーターPPP」等多様な官民連携方式の導入が盛リこま

れている。 

また、前記の会議で、岸田総理は、「水分野の取組を強化」すること、また、「上水道、

下水道、工業用水道において、新たな方式であるウォーターPPP の導入を進める」こと

を発言・指示している。 

これらを受けて、下水道分野では、令和 8 年度までに 6 件のコンセッション方式の具

体化、令和 13 年度までに水道 100 件、下水道 100 件、工業用水道 25 件のウォータ

ーPPP が、具体化目標として設定されている。 

 

2．ウォーターPPP の概要 

ウォーターPPP は、コンセッション方式と、管理・更新一体マネジメント方式の総称で

ある。 

このうち、管理・更新一体マネジメント方式は、コンセッション方式に準ずる効果が期

待できる官民連携方式として、また、水道、下水道、工業用水道分野において、コンセ

ッション方式に段階的に移行するための官民連携方式として、長期契約で管理と更新

を一体的にマネジメントする方式であり、複数年度・複数業務による民間委託(レベル 1 

～ 3 )とコンセッション方式(レベル 4 )の間に位置することからレベル 3.5 とも呼ばれて

いる。 

 

 

 

２. 上下水道に対する現在の国の方針：ウォーターPPP 
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レベル 3.5 は、 

① 長期契約(原則 10 年)、 

② 性能発注、 

③ 維持管理と更新の一体マネジメント、 

④ プロフィットシェア、の 4 要件をすべて充足する民間委託をいう。 

維持管理に、更新(改築)の要素が加わり、一体となることで、コンセッション方

式に準ずる効果・メリットを期待でき、一方、公共施設等運営権の設定を必要とし

ない等、コンセッション方式よりも取り組みやすいものになっていると期待されてい

る。 

 

 

３．管理・更新一体マネジメント方式(レベル 3.5 )とは? 

国土交通省（令和６年４月１日より、水道と下水道の両方を所管）は、このウォーター

PPP について、職員不足、施設老朽化、使用料収入減少等、地方公共団体が抱える

様々な課題を解決するための一つの有効な手段として、また、下水道事業・経営の持

続可能性の確保に向けた大きな転換点と位置付けており、積極的かつ可能な限り速

やかな導入検討の開始を要請している。 

PPP / PFI 推進アクションプラン(令和 5 年改定版)では、「汚水管の改築に係る国費

支援に関して、緊急輸送道路等の下に埋設されている汚水管の耐震化を除き、ウォ

ーターPPP 導入を決定済みであることを令和 9 年度以降に要件化する」こととされて

おり、令和 9 年度以降、汚水管改築の国費支援を受けるには、この要件を充足する必

要がある。 

 

→ 交付金の要件化への対応として、下水道 100 件は達成の見通し 

 

→ 水道についても交付金の要件化とすることが検討されているが、

水道事業も民間委託を拡充する方向でよいのか、を吟味する必要

があると思われる。   
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  （１）決算書と当年度純利益の関係 

 

（２）公営企業における利益とは「公共的必要余剰」 

     ① 民間企業の利益は「もうけ」 

     ② 公営企業の利益は「資本的支出の財源」 

      → 資本的支出とは「建設改良費」と「企業債の償還」の財

源＝公営企業は利益（公共的必要余剰）がなければ持続で

きない。 
      ③ 法律（地方公営企業法）も利益計上を前提としている。 

（計理の方法） 

第二十条 地方公営企業においては、その経営成績を明らかにするため、すべての費用及

び収益を、その発生の事実に基づいて計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り当て

なければならない。→損益計算書の適正な作成を要求 

２ 地方公営企業においては、その財政状態を明らかにするため、すべての資産、資本及

び負債の増減及び異動を、その発生の事実に基づき、かつ、適当な区分及び配列の基準並

びに一定の評価基準に従って整理しなければならない。→貸借対照表の適正な作成を要求 

（料金） 

第二十一条 地方公共団体は、地方公営企業の給付について料金を徴収することができる。 

２ 前項の料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下における

適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなけれ

ばならない→「健全な運営」として公共的必要余剰の計上を要求 

３．決算書と当年度純利益の関係 

企業債
元金償還金

収益的収支（維持管理） 資本的収支（建設改良）

（収益） （費用） （収入） （支出）

資
本
費

支払利息

減価償却費等
（非現金支出） 国庫補助金等

建設改良費
（整備費）

当年度純利益 収入不足

一般会計繰入金

その他収益

使用料収入

事業報酬

維持管理費
（処理場費等）

企業債



5 
 

  

 

  

（１）総括原価主義と原価補償主義の異同 

   ・総括原価は「当年度純利益」を含む 

→水道、下水道は料金で施設整備 

   ・原価補償主義は利益を含まない 

→道路は税金で施設整備 

 

（２）地方公営企業法の料金制度 

 

 

（３）水道法による料金制度 

 ・水道は「料金」（原則は独立採算制） 

・下水道は「使用料」（原則は一部に税の投入を予定） 

   ※ 利用形態と負担の公平の考え方による違い 
（注）法令についてはその都度説明した方が合理的であることから、これ以降では条文を重複

して掲載していることをあらかじめお断りしておく。（供給規程） 

第十四条 水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件につ

いて、供給規程を定めなければならない。 

２ 前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保するこ

とができる公正妥当なものであること。 

二 料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負

担区分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。 

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

 

（４）下水道法による使用料決定方式 

（使用料） 

第二十条 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する者から

使用料を徴収することができる。 

２ 使用料は、次の原則によつて定めなければならない。 

一 下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。 

二 能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。 

三 定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

四 特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。 

４．上下水道料金の決定方式 
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（５）適正な当年度純利益の水準と適正上下水道料金 

 

資産維持費=当年度純利益=建設改良費の財源及び企業債償還財源 

 

 

 

（６）用途別料金と口径別料金 

 

 

 

（７）料金水準と料金体系のあり方 

 

料金水準とは回収すべき金額の総額 

→民間企業の売上高に相当する 

 

料金体系とは誰からいくら回収（負担頂く）するのか 

 → 大口利用者（企業等）と小口利用者（個人等）の配分の問題 

 

 

（８）基本水量を付すことの是非と問題点 

 

 

 

（９）逓増度（水道）と累進度（下水道）の基本的考え方 

    
  逓増度（又は累進度）（単位：倍）=料金の最高単価÷料金の最小単価 

        ※数値が大きいほど格差が大きいことを意味する。 

        ※都市部は大きく（例.5～8倍）、地方都市は小さくなる（例.2～3倍）傾向にある。 
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 総括原価主義 

能率的な経営の下における適正な原価＋適正利潤 

（１） 費用積み上げ方式 

 

（２） 公営企業料金の決定原則：地公企法第 21 条第 2項 

① 公正妥当なものであること 

② 能率的な経営の下における適正な原価を基礎とすること 

③ 健全な運営の維持を確保するものであること 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（１） 用途別料金体系・・・負担力主義 

 

 

（２） 口径別料金体系・・・個別原価主義 

 

 

（３） 差別価格のとられる前提条件 

① 市場が独占、あるいは準独占の状態にあること 

② その商品が、移転不能性のものであること 

③ 需要弾力性を異にする複数の需要種別に市場が分類できること 

５．水道料金の決定原則と料金水準 

● 適正料金の算定は、「料金総額の決定」と「料金体系の構成」から

なる。 

● 料金水準とは、料金総額の決定をいう。この場合、「企業としての

実体資本を維持するための適正な資産維持費」を含むものである。 

６．水道料金改定の実務（料金水準・体系） 

 個別原価主義の観点からは口径別料金体系が望ましい。 

 基本水量制は廃止が望ましい。 



8 
 

（４） 基本水量制 

① 基本水量付き基本料金・・・Ａ地区８㎥まで 2,240 円（口径 13 ㎜）、

Ｂ地区 10 ㎥まで 2,200 円（家事用水） 

② 基本水量なし基本料金・・・Ｃ地区 

(出所)Ｓ市水道局「平成 18 年度 水道事業年報」 

 

（５） 料金政策 

① 需要抑制型 

② 需要促進型 

③ その他、(例．公衆浴場料金) 

 

◆水道料金基本問題調査会答申(会長：植草益)平成８年８月 

 基本水量制の廃止 

 

 逓増度の緩和 

 

 累積赤字の原価算入の適否 

 

 用途別料金体系と口径別料金体系 

 

水道法第14条 

（供給規程） 

水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件に

ついて、供給規程を定めなければならない。 

２ 前項の供給規程は、次の各号に掲げる要件に適合するものでなければ

ならない。 

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし公正妥当なも

のであること。 

二 料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工

事の費用の負担区分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められて

いること。 

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 
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水道料金算定要領と審議会の進め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．社会政策的料金・福祉型料金 

 

  

２．実務上の対応策 

 

 ・ 社会的政策料金の導入による料金収入の減少を誰が負担するのか 

 

 

 ・ 水道事業の「経営」と「行政目的」の矛盾  

 

 

 

 

 

 

 

１．適正水道料金算定機関 

 

 

２．水道料金審議会の設置 

 

 委員の適正人数、委員の構成・委員の所属 

 会長の選出、委員勉強会の開催、答申書作成の小委員会の設置 

７．上下水道料金改定の検討の着眼点 

９．合理的な水道料金審議会の進め方 

８．社会政策的料金と水道料金収入 
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１．一般会計繰入と料金による経営の調和の図り方 

 

【地方公営企業法】 

（経費の負担の原則） 

第十七条の二 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の

一般会計又は他の特別会計において、出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法

により負担するものとする。 

一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない

経費 

二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入の

みをもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費 

２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体

の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に

伴う収入をもつて充てなければならない。 

（補助） 

第十七条の三 地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合に

は、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる。 

（出資） 

第十八条 地方公共団体は、第十七条の二第一項の規定によるもののほか、一般会計又

は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に出資をすることができる。 

２ 地方公営企業の特別会計は、前項の規定による出資を受けた場合には、利益の状況

に応じ、納付金を一般会計又は当該他の特別会計に納付するものとする。 

 

 

２．経済的弱者や産業振興のための料金軽減の是非の見方 

 

 

３．物価上昇における現在の社会環境と公共料金適正化のあり方 

 

 

４．水道、下水道会計の手元の現金預金の適正残高と運用方法 

 

 

５．黒字決算と適正料金のあり方 

 

 

６．その他の上下水道の経営基盤強化のあり方と実現可能性 

10．料金適正化の審議の着眼点 
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７．電気・ガス・上下水道その他の公益事業の料金の推移 

 

 
（注）二人以上世帯の集計値（総務省統計局「家計調査」より） 
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８．上下水道料金の算定要領（算定基準）の提示と検討 

 

 上田市の水道料金の現状 

 上田市の水道料金は、地方公営企業法第 21 条第 2 項および、水道法第 14 条に基づいて

徴収されている。 

 

上田市の水道料金算定の適正化について 

 上田市の水道料金を今後将来にわたって適正に維持していくためには、その算定方法が

問題となる。 

 現在のところ、上田市水道事業においては、水道料金算定に関する基準が制定されてお

らず、基本的な考え方については、「水道料金算定要領」（日本水道協会発行）に依拠して

いる。 

しかしながら、この日本水道協会による水道料金算定要領は、広く日本全体の水道事業

者が基礎とすべき方針を定めたものにすぎず、上田市の地域の実情に即した算定方式とな

っていない。 

そのため「上田市水道料金算定要領」を策定することによって、水道料金算定の適正化

を図ることが適当である。その案を次に示す。なお、今後、水道広域化による経営統合の

場合には、各構成団体が必要に応じて水道料金適正化を行うこととなるため、各構成団体

はここに示す「上田市水道料金算定要領」（案）に準じて水道料金算定を行うことが適当で

ある。こうした水道料金算定要領に基づかない場合には、水道料金算定が不規則的かつ恣

意的な運用となりかねず、公益事業としての水道料金としては容認しえないものとなる。 

以上より、①上田市としての水道料金算定要領を策定すること、②水道広域化の構成団

体が個別に水道料金算定要領を策定することが必要である。 

 

「上田市水道料金算定要領」（案） 

令和〇年〇月： 上田市上下水道審議会 

まえがき 

 水道料金は、給水サービスの対価であるから、できるだけ低廉かつ公平でなければならないとと

もに、地域住民の要求する水需要が量質ともに充足できるよう適正に定められていなければならな

い。 

 したがって、水道事業者は、水道料金の低廉化をはかるために事業全般にわたる経営の合理化

に最大の努力を傾注すべきであることはいうまでもなく、いやしくも放漫経営に伴う冗費を総括原価

に含め、これを使用者の負担に転嫁するようなことは到底許されることではない。 

 しかし、同時に水道料金は、事業の効率的経営を前提とするかぎり、給水に要する原価を償うも

のでなければならない。原価を無視した低料金は、水道事業の健全な発展はもとより、現状の維持

さえ困難にするばかりでなく、放漫な水使用を助長する結果、給水サービスの全般的な低下を招く

ことになるからである。 
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 このような事態を回避若しくは解決するための最大の要件は、料金の適正化を図ることである。 

 そして、料金が適正であるためには、 

 第１に、事業の効率的経営を前提とする原価が基礎になっていること。 

 第２に、総括原価は、単に既存の水道施設を維持するためのものばかりでなく、水道施設の拡充

強化のための原価を含むものであること。 

 第３に、料金負担の公平の見地から、各使用者の料金は個別原価に基づき算定されているもの

であることが必要である。 

 

第１条（総則） 

  水道料金の算定にあたっては、水道使用者の公正な利益と水道事業の健全な発展を図り、も

って地域住民の福祉の増進に寄与するよう配慮しなければならない。 

第２条（総括原価） 

  水道料金は、過去の実績及び社会・経済情勢の推移に基づく合理的な水需要予測と、これに

対する施設計画を前提とし、誠実かつ能率的な経営の下における適正な営業費用に、水道事

業の健全な運営を確保するために必要な資本費用（（注）あるいは資産維持費に置き換えてもよ

い）を加えて算定しなければならない。 

第３条（料金算定期間） 

  料金算定期間は、原則として将来の４年間とする。ただし、料金算定期間中に予測し得なかっ

た社会・経済情勢の急激な変化、又は事業計画の変更等が生じた場合には、料金算定期間中と

いえども適時に料金改定をすることを妨げない。 

第４条（営業費用） 

  営業費用は、職員給与費、修繕費、減価償却費、受水費、その他の維持管理費の合計額から

控除項目の額を控除した額とする。 

  各費用及び控除項目の額の見積もりにあたっては、料金算定期間中の事業計画及び経済情

勢の推移等を十分に考慮しなければならない。 

 １ 職員給与費 

  職員給与費は、給料、手当、賃金、報酬、法定福利費及び退職給付費の合計額とし、過去の

実績、職員計画及び給与水準の上昇等を考慮して適正に算出した額とする。 

 特に、退職給付費は、職員の年齢構成の実態等をもとに、合理的に見積もられなければなら

ない。 

 ２ 修繕費 

  修繕費は、水道施設の適切な維持を基本とし、過去の実績、事業の特性及び地域の実態等を

考慮して適正に算定した額とする。 

 ３ 減価償却費 

  減価償却費は、料金算定期間中の水道事業償却対象資産の帳簿原価に対し、原則として定

額法により算定した額とする。 

 ４ 受水費 



14 
 

  受水費は、用水供給事業者（（注）具体的な用水供給事業者名に置き換えてもよい）が算出し

た用水給水単価を乗じた額とする。ただし、用水給水単価については、水道料金の高料金の要因

となっているとから、適時、用水給水単価の値下げについて用水供給事業者と協議を行うこととす

る。 

 ５ その他の維持管理費 

  薬品費、動力費、委託料、手数料、備品・消耗品費等、その他の維持管理費は、過去の実績

及び料金算定期間中の事業計画並びに個別費用の特質等を考慮して、適正に算定した額とする

。 

 ６ 控除項目 

  控除項目は、給水収益以外の収益（他会計負担金、その他営業収益、営業外収益、特別収益

）で、過去の実績及び料金算定期間の事業計画等を考慮して、適正に算定した額とする。なお、

長期前受金戻入を控除項目とするか否かについては、将来の水道施設の建設改良費の財源の確

保との観点から判断することとする。 

第５条（資本費用） 

  資本費用は、支払利息及び施設実体の維持拡充に必要とされる資産維持費の合計額とする。 

 １ 支払利息 

  支払利息は、企業債の利息並びに一時借入金の利息の合計額で、料金算定期間中の所要額

として適正に算定した額とする。 

 ２ 資産維持費とする資本報酬 

  資産維持費は、事業の実態資本を維持等のために、施設の拡充、改良、再構築及び企業債の

償還等に充当されるべき額であり、要修繕固定資産に適正な率を乗じて算定した額とする。 

第６条（経営効率化計画） 

  水道料金の算定にあたっては、事業全般にわたる経営の見直しを行い、これを総括原価に反

映させなければならない。 

第７条（料金体系） 

 １ 個別原価主義 

  水道料金は、各使用者群に対して総括原価を各群の個別費用に基づいて配賦し、基本料金と

従量料金の二部料金として設定するものとする。 

  各使用者群は、給水管の口径により分類する。 

 ２ 基本料金 

  基本料金は、原則として固定的原価を基礎として算定するものとする。 

  ただし、基本料金が著しく高額になる場合には、固定的原価に（１－負荷率）を乗じて得た額を

基本料金原価とすることができる。 

 ３ 従量料金 

  従量料金は、料金の激変を緩和するため、逓増型従量料金体系として構成するものとする。 

 

→ 下水道使用料についても同様に策定することが望ましい 
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＜関係法令＞ 

地方自治法 

第三節 収入 

（地方税） 

第二百二十三条 普通地方公共団体は、法律の定めるところにより、地方税を賦課徴収する

ことができる。 

（分担金） 

第二百二十四条 普通地方公共団体は、政令で定める場合を除くほか、数人又は普通地方

公共団体の一部に対し利益のある事件に関し、その必要な費用に充てるため、当該事件によ

り特に利益を受ける者から、その受益の限度において、分担金を徴収することができる。 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許可を受

けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。 

（旧慣使用の使用料及び加入金） 

第二百二十六条 市町村は、第二百三十八条の六の規定による公有財産の使用につき使用

料を徴収することができるほか、同条第二項の規定により使用の許可を受けた者から加入金を

徴収することができる。 

 

 

地方公営企業法 

第三章 財務 

（特別会計） 

第十七条 地方公営企業の経理は、第二条第一項に掲げる事業ごとに特別会計を設けて行

なうものとする。但し、同条同項に掲げる事業を二以上経営する地方公共団体においては、政

令で定めるところにより条例で二以上の事業を通じて一の特別会計を設けることができる。 

（経費の負担の原則） 

第十七条の二 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一

般会計又は他の特別会計において、出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法によ

り負担するものとする。 

一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費 

二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみを

もつて充てることが客観的に困難であると認められる経費 

２ 地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一

般会計又は他の特別会計において負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収

入をもつて充てなければならない。 

（補助） 
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第十七条の三 地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、

一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる。 

（出資） 

第十八条 地方公共団体は、第十七条の二第一項の規定によるもののほか、一般会計又は

他の特別会計から地方公営企業の特別会計に出資をすることができる。 

２ 地方公営企業の特別会計は、前項の規定による出資を受けた場合には、利益の状況に応

じ、納付金を一般会計又は当該他の特別会計に納付するものとする。 

（長期貸付け） 

第十八条の二 地方公共団体は、第十七条の二第一項の規定によるもののほか、一般会計

又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に長期の貸付けをすることができる。 

２ 地方公営企業の特別会計は、前項の規定による長期の貸付けを受けた場合には、適正な

利息を一般会計又は当該他の特別会計に支払わなければならない。 

（事業年度） 

第十九条 地方公営企業の事業年度は、地方公共団体の会計年度による。 

（計理の方法） 

第二十条 地方公営企業においては、その経営成績を明らかにするため、すべての費用及

び収益を、その発生の事実に基いて計上し、かつ、その発生した年度に正しく割り当てなけれ

ばならない。 

２ 地方公営企業においては、その財政状態を明らかにするため、すべての資産、資本及び

負債の増減及び異動を、その発生の事実に基き、かつ、適当な区分及び配列の基準並びに

一定の評価基準に従つて、整理しなければならない。 

３ 前項の資産、資本及び負債については、政令で定めるところにより、その内容を明らかにし

なければならない。 

（料金） 

第二十一条 地方公共団体は、地方公営企業の給付について料金を徴収することができる。 

２ 前項の料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営の下における適

正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなければなら

ない。 

（企業債についての配慮） 

第二十二条 国は、地方公営企業の健全な運営を確保するため必要があると認めるときは、

地方公共団体が地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充てるため起こす地方債（以

下「企業債」という。）の償還の繰延べ、借換え等につき、法令の範囲内において、資金事情

が許す限り、特別の配慮をするものとする。 

（償還期限を定めない企業債） 

第二十三条 地方公共団体は、企業債のうち、地方公営企業の建設に要する資金に充てるも

のについては、償還期限を定めないことができる。この場合においては、当該地方公営企業

の毎事業年度における利益の状況に応じ、特別利息をつけることができる。 
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水道法 

（事業の認可及び経営主体） 

第六条 水道事業を経営しようとする者は、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

２ 水道事業は、原則として市町村が経営するものとし、市町村以外の者は、給水しようとする

区域をその区域に含む市町村の同意を得た場合に限り、水道事業を経営することができるも

のとする。 

第二節 業務 

（供給規程） 

第十四条 水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件につい

て、供給規程を定めなければならない。 

２ 前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

一 料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保することが

できる公正妥当なものであること。 

二 料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

三 水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負担

区分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。 

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

五 貯水槽水道（水道事業の用に供する水道及び専用水道以外の水道であつて、水道事業

の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするものをいう。以下この号において同

じ。）が設置される場合においては、貯水槽水道に関し、水道事業者及び当該貯水槽水道の

設置者の責任に関する事項が、適正かつ明確に定められていること。 

３ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、厚生労働省令で定

める。 

４ 水道事業者は、供給規程を、その実施の日までに一般に周知させる措置をとらなければな

らない。 

５ 水道事業者が地方公共団体である場合にあつては、供給規程に定められた事項のうち料

金を変更したときは、厚生労働省令で定めるところにより、その旨を厚生労働大臣に届け出な

ければならない。 

６ 水道事業者が地方公共団体以外の者である場合にあつては、供給規程に定められた供

給条件を変更しようとするときは、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

７ 厚生労働大臣は、前項の認可の申請が第二項各号に掲げる要件に適合していると認める

ときは、その認可を与えなければならない。 

（給水義務） 

第十五条 水道事業者は、事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを

受けたときは、正当の理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者に対し、常時水を供給しなければならない。
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ただし、第四十条第一項の規定による水の供給命令を受けた場合又は災害その他正当な理

由があつてやむを得ない場合には、給水区域の全部又は一部につきその間給水を停止する

ことができる。この場合には、やむを得ない事情がある場合を除き、給水を停止しようとする区

域及び期間をあらかじめ関係者に周知させる措置をとらなければならない。 

３ 水道事業者は、当該水道により給水を受ける者が料金を支払わないとき、正当な理由なし

に給水装置の検査を拒んだとき、その他正当な理由があるときは、前項本文の規定にかかわ

らず、その理由が継続する間、供給規程の定めるところにより、その者に対する給水を停止す

ることができる。 

（給水装置の構造及び材質） 

第十六条 水道事業者は、当該水道によつて水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材

質が、政令で定める基準に適合していないときは、供給規程の定めるところにより、その者の

給水契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に

対する給水を停止することができる。 

 

 

下水道法 

（管理） 

第三条 公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理は、市町村が行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、都道府県は、二以上の市町村が受益し、かつ、関係市町村の

みでは設置することが困難であると認められる場合においては、関係市町村と協議して、当該

公共下水道の設置、改築、修繕、維持その他の管理を行うことができる。この場合において、

関係市町村が協議に応じようとするときは、あらかじめその議会の議決を経なければならな

い。 

（使用料） 

第二十条 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道を使用する者から

使用料を徴収することができる。 

２ 使用料は、次の原則によつて定めなければならない。 

一 下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なものであること。 

二 能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。 

三 定率又は定額をもつて明確に定められていること。 

四 特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。 

３ 公害防止事業費事業者負担法（昭和四十五年法律第百三十三号）の規定に基づき事業

者がその設置の費用の一部を負担した公共下水道について当該事業者及びその他の事業

者から徴収する使用料は、政令で定める基準に従い、当該事業者が同法の規定に基づいて

した費用の負担を勘案して定めなければならない。 

 

 





















資料5

1

項 目 内 容

名 称 上田長野地域水道事業広域化協議会

目 的 上田長野地域における水道事業の統合を目指し、企業団設立に向けた検討、協議を行う

構 成 団 体 長野市、上田市、千曲市、坂城町、長野県

協 議 事 項

企業団規約に関すること
広域的事業の運営計画(組織・職員体制、業務・財政運営、施設整備、情報システム整備 等)に関すること
住民理解を得るための広報に関すること
下水道事業との連携に関すること

組
織
体
制
等

協 議 会 【構成員】 長野市長、上田市長、千曲市長、坂城町長、長野県公営企業管理者

幹 事 会
【構成員】（長野市）上下水道事業管理者、上下水道局長（上田市）上下水道局長（千曲市）建設部長

（坂城町）建設課長（県）公営企業管理者

事 務 局 等
【構成員】 各団体から規模に応じ派遣 計11人
【設置場所】上田駅前ビル 「パレオ」（上田市所有施設）
【費用負担】協議会の事務に要する費用は、構成団体が負担

設 置 時 期 令和６年４月８月

協議会の概要



協議会

幹事会

構 成 員

長野市 総務課長、水道整備課長
上田市 上水道課長、経営管理課長
千曲市 上下水道課長
坂城町 建設課長
長野県 水道事業課長、経営推進課長

協議会

運営会議

定期開催し、協議内容
は幹事会へ

事務局 構成団体から派遣（11人）

連絡・調整

【目的】
事務局運営における方向性
の確認及び情報共有
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・・・

・事務局で処理する事業運営計画の策定分野
（総務、財務、施設整備など）に関して、
専門的（又は分野的）な観点から事務局と
連携して調査、検討を行う
・設置する部会の数・種類については、今後
調整

専門部会
構成団体の担当職員

報告指示

協議会の組織体制



R6～R5

広
域
化
協
議
会

の
設
立

施設整備計画の検討、策定

企
業
団
の

設
立

施設整備の順次実施

議会設置
・議員選出

企業団設立
申請・許可

予算・条例議決

企
業
団
に
よ
る

広
域
的
な
事
業
実
施

水道事業
認可・廃止

関係団体議会に
おける企業団
設立の議決

協議会による検討・協議 企業団設立後の対応研究会での検討・準備

企業団規約

広域的事業の運営計画
・組織、職員体制
・業務、財政運営
・施設整備、システム
整備など

住民理解を得るための
広報・広聴

・広域化についての研究

・住民説明会や
アンケート調査

・広報用動画等の制作や
シンポジウムの開催

今後の協議事項等について
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